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現在、ランサムウェア攻撃や Web システムへの不正アクセス、システムの脆弱性を悪用

した侵入などが連日報道されている。さまざまな手口による被害や経済的実害も明るみに

なる中で、市民の不安感も広がっている。 

日本共産党政策委員会独自の調査（今月２３日まで）によれば、今年公表分（４４７

件）だけでも、情報の漏えい又はその可能性のある個人情報は延べ約３.３億件に達した

（同一人物等の重複や異なる集計対象を含む）。これは２５年度の情報漏えい３０６４万件

（東京商工リサーチ調査）の１１倍（可能性を含む）と異常事態である。 

このままでは市民生活に不可欠な業務システムやサービスの停止等、行政運営にさまざ

まな影響を及ぼすことになりかねない。国全体での取り組みはもとより、自治体独自でで

きうる限りの取り組みを早急に展開する必要がある。とりわけ、人口比で職員数が県下で

最も少ない本市の現状を踏まえれば、これまでとは次元の違う対策に引き上げ、全力を注

ぐ必要があり、以下要請する。 

記 

１，本市におけるシステム等の脆弱性は市民から別紙、参考資料で指摘されていることか 

ら、点検・確認を進め、必要な更新等、対策を促進すること。 

２，情報政策・改革改善課に配置された DX 推進係の職員（３人）と様々な業務委託先に

よる旧来の対応はもとより、システムエンジニアの技術を習得している職員や PC 関係

に強みを持っている職員を全庁的に募り、必要に応じ人員体制の強化を図り、組織的な

Web セキュリティ対策の強化を図ること。 

３，R９年度の組織改編については、情報政策・改革改善課に、サイバーセキュリティ対 

策に特化した係を設置すること。またシステムエンジニア等、必要な知見と技術を培っ

た職員の採用を推進し、専門的知見を高める研修等の充実と専門的技術枠として給与体

系を再整備すること。 

 

以上 


